
他市自治基本条例等の見直し状況一覧 

 

○これまでに条例改正を行った市は、日進市と同時期（平成１９年度）に施行した１９市のうち８市、平成２５年度以降に施行した

４４市のうち３市で、計１１市であった。 

平成２８年７月現在 

 市名 条例名 改正施行期日 改正内容 日進市の状況 

1 
北海道 

札幌市 

札幌市自治

基本条例 

平成２６年 

１０月６日 
市民自治推進会議を追加 

日進市自治基本条例第２７条及び第２

８条並びに日進市自治推進委員会条例

で規定 

2 
北海道 

苫小牧市 

苫小牧市自

治基本条例 

平成２３年 

９月２８日 

地方自治法の改正に伴い、基本構想の策定義

務がなくなったため、基本構想の策定におい

て、議会の議決を経る旨を削除 

 

※苫小牧市議会の議決事件に関する条例の中で、議

会の議決すべき事件として、「基本構想を定めるこ

と。」を追加。 

日進市自治基本条例第２０条及び日進

市議会の議決すべき事件を定める条例

で規定 

3 
北海道 

留萌市 

留萌市自治

基本条例 

平成１９年 

４月１日 
市の執行機関に公営企業管理者を追加 本市該当なし 

4 
新潟県 

妙高市 

妙高市自治

基本条例 

平成２５年 

４月１日 

地方自治法の改正に伴い、基本構想の策定義

務がなくなったため、基本構想の策定を追加 
日進市自治基本条例第２０条で規定 

5 
長野県 

飯田市 

飯田市自治

基本条例 

平成２３年 

１１月３０日 

地方自治法の改正に伴い、基本構想の策定義

務がなくなったため、基本構想の策定におい

て、議会の議決を経る旨を追加 

日進市自治基本条例第２０条及び日進

市議会の議決すべき事件を定める条例

で規定 

平成２５年 

３月２５日 

議員相互間の自由な討議と議会報告会の開催

を追加 

日進市議会基本条例第３条及び第７条 

で規定 

6 
大阪府 

柏原市 

柏原市まち

づくり基本

条例 

平成２２年 

４月１日 
市の執行機関に病院事業管理者を追加 本市該当なし 

平成２６年 

４月１日 

市の執行機関の水道事業管理者を上下水道事

業管理者に修正 
本市該当なし 

7 
北海道 

美唄市 

美唄市まち

づくり基本

条例 

平成２４年 

４月１日 

東日本大震災や福島原発事故の影響を受け、

制定当時からあった安全・安心の確保の条項

において、危機管理に関する表現に修正 

日進市自治基本条例前文で安全安心に 

ついて記載、第６条で平和的生存権につ 

いて規定 

8 
新潟県 

新潟市 

新潟市自治

基本条例 

平成２７年 

３月２０日 

地域コミュニティに該当する組織（地域コミ

ュニティ協議会、自治会、特定非営利活動法人

など）を条例で位置付け 

日進市自治基本条例第３条で規定 

9 
愛知県 

新城市 

新城市自治

基本条例 

平成２８年 

６月１９日 

公職選挙法等の改正に伴い、住民投票が請求

できる住民の年齢を満２０歳以上から満１８

歳以上に引き下げ 

日進市住民投票条例第３条で規定 

10 

鹿児島県 

いちき串

木野市 

いちき串木

野市自治基

本条例 

平成２６年 

４月１日 

いちき串木野市議会基本条例の制定により、

議会に関することは別に定めるとしていたも

のを議会基本条例で定めることへ修正 

日進市自治基本条例第１２条で規定 

11 
千葉県 

茂原市 

茂原市まち

づくり条例 

平成２８年 

３月２２日 

茂原市議会基本条例の制定により、議会に関

することは別に定めるとしていたものを議会

基本条例で定めることへ修正 

日進市自治基本条例第１２条で規定 

 

平成２８年８月１７日（水） 

第５期第２回日進市自治推進委員会 資料２ 

 


